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海外に地域統括を設立したり、事
業本社を移転する企業が出てきた。

“多中心”化による組織のあり方
を、事例と有識者の知見から探る。

本社一極集中から
“多中心”化へ。
そのとき、人事は

S E C T I O N  2
経営理念の浸透によってグループ
を求心しようとする企業がある。
グローバルな現場でそれはどう行
われ、どう効果を挙げているのか。

グループを
「求心」するもの

とは何か

S E C T I O N  1

“多中心”化のマネジメントを、
人材育成・人材交流という視点で
掘り下げる。これからどこで人を
育て、シナジーをどう高めるのか。

グループシナジーを
高める人材育成と

人材交流

S E C T I O N  3
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「バンコクに帰ってくると、ほっとしますね」

この言葉は、タイ・バンコクでたまたま後ろを歩いてい

た日本人駐在員らしき人が発した一言だ。マレーシア、シ

ンガポールを出張で巡ってきたようだった。私たちの今回

の取材ではシンガポールから入り、その後、バンコクとジ

ャカルタを回って、再度シンガポールに戻ってきた。そし

て私はといえば、シンガポールの空港に着いた瞬間、体の

力が抜けるような感覚を味わった。好き嫌いの問題ではな

く、慣れない私にとってバンコクとジャカルタは仕事をす

るにはタフな場所だった。バンコクのゆるりとしたいい加

減さも、ジャカルタの終わりのない喧騒も、バカンスであ

れば心地いい。しかし、取材となればまた話は別である。

2011年のシンガポールの1人当たりGDPは4万9270ドル。

日本の4万5920ドルを超えている。一方、タイは5394ドル、

インドネシアは3508ドルだ。さらにベトナムは1374ドル、

最近注目を浴びるミャンマーは831ドルにすぎない※。数

字の指標ひとつをとっても、あまりに差がありすぎる。

2015年にはASEANの10カ国が、域内のすべての項目で関

税を撤廃し、 サービスや投資の一部が自由化される。

ASEAN経済共同体は構築されるが、果たして「1つのア

ジア」と見ていいのかどうか。たった10日あまりの取材

のなかですら、その多様性を肌で感じた。

これが世界となれば、何をかいわんや、である。日本企

業の多くが世界の激しい市場で戦うために、現地化を目指

す。多様な国の多様な人材をマネジメントし、多様な製品・

サービスで市場での影響力を高めようとしている。

しかし、現地化を進めれば進めるほど、グループとして

の求心力をどう保つのか、シナジーをどう高めていくのか、

という課題にぶつかる。それに向き合おうとしたのが、今

回のテーマ、グローバルグループ経営における人事である。

企画の礎は2011年夏から2012年春にかけて、企業の人

事トップ30人と弊研究所所長・大久保幸夫の対談で出て

きた人事課題である。経営理念の浸透や、地域や事業拠点

による多極化でグローバルグループとしてのガバナンス体

制を再構築しようとする姿が浮き彫りになった。では、そ

のとき人事は？　その答えを、見つけていこうと思う。

入倉由理子（本誌編集部）

はじめに

アジアは、世界は、
あくまで多様である。

出典：IMF-World Economic Outlook Databases
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世界に広がるグループを何によって求心

するのか、ということに多くの企業が課

題感を持っている。その方法の1つとし

て、あらためてその企業が歴史のなかで

培ってきた理念、価値観の浸透に力を入

れる企業が出てきた。そもそも異国の地

では異なる文化、習慣がある。合弁企業

の設立や買収などによって異なる企業が

結びつく場合には、企業文化にも違いが

ある。こうしたグローバル企業における

理念浸透の要諦とは何だろうか。

グループを

「求心」するもの

とは何か

S E C T I O N  1
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JAPAN

大戸屋ホールディングスの海外展

開が急速に進んでいる。定食チェー

ン「大戸屋ごはん処」の国内店舗は

現在260店舗。海外店舗は2005年１

月にタイ・バンコクに１号店を出店

して以降、シンガポール、香港、イ

ンドネシア、上海、台湾、ニューヨ

ークと店舗を増やし、現在では66店

舗を数える。

こうした国内外をまたいだ大戸屋

のグループ経営を支えるのは、創業

以来変わらないその理念である。

「人々の心と体の健康を促進し、フ

ードサービス業を通じ、人類の生成

発展に貢献する」。この理念を中心

に、「町の定食屋さんをチェーン店

化」することを目指してきた。食材

の安心・安全を担保し、セントラル

キッチンを持たず、店舗での調理を

極力多くして、おいしくて体にいい

日本の家庭の味を提供する。これが、

同社のビジネスモデルである。

「しかし、店舗での調理を増やせば

増やすほど、働くスタッフのスキル

によって味にバラつきが出ます。チ

ェーン店としてこれでは困る。それ

を解決するため、当社では経験が浅

くても調理、オペレーションが可能

なマニュアルや厨房機器の開発に力

を注いできました」と話すのは、取

締役海外事業本部長・髙田知典氏だ。取締役　海外事業本部長

髙田知典 氏

理
念
に
基
づ
き
、
安
心
・

安
全
・
お
い
し
さ
を

担
保
す
る
仕
組
み
が
あ
る

大戸屋ホールディングス

CASE 1 理解と行動のスパイラル

■事業概要／定食店「大戸屋ごはん処」のチェーン展開およ
び同事業のフランチャイズ展開　■創業／1958年　■本社
所在地／東京都武蔵野市　■従業員数／単体：社員351名、
アルバイト・パート3417名（2011年9月末現在）　海外：
正社員171名、パート302名（2011年9月末現在）　■店舗
数／国内260店舗、海外66店舗（2012年7月現在）
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たとえば、魚や肉を焼くグリラー。

炭から火を起こすのにも管理するの

にも、そして焼くのにも熟練の技が

必要だが、同社が開発したグリラー

であれば、初心者でもおいしい炭火

焼の料理が作れる、というのだ。

日本から優秀な店主や 
店主候補を海外派遣

では、海外ではどうか。

「先行の和食チェーン店や料亭と差

別化するには、理念を軸に日本で積

み上げてきた強みを発揮するしかな

いと考え、やり方を基本的には変え

ずに展開しています」（髙田氏）

ほっけ、鯖などの魚、醤油や味噌

などの発酵食品は、品質と味を守る

ため日本から輸入する。豚肉や野菜

は現地で調達できるものも多いが、

安心・安全・おいしさの基準をクリ

アする農家と契約するのみならず、

出荷から店舗に到着するまでの劣化

を防ぐため冷蔵・低温物流化に力を

注ぐ。「最初に進出したタイでは、

野菜の冷蔵物流という概念はありま

せんでした。その効果を実感し、仕

組みを構築してもらうため、タイの

野菜卸業者を日本に視察に呼んだり

しました」と、髙田氏は振り返る。

最も大きな課題は「人」である。

海外事業本部の組織体制はこうだ。

海外事業本部は、タイの１号店の立

ち上げから携わり、2011年春に帰国

した髙田氏が日本で指揮を執る。そ

のほかの約40名は、各国海外事業所

のマネジメント、店主（店長）、品

質管理などの役割を担い、それぞれ

各国に散る。店主はこれまで、多く

は日本人が担ってきた。「日本から

優秀な店主、店主候補を派遣します。

スーパーバイザーが店舗を回り、業

績がよくいいマネジメントをしてい

る店主の情報を集め、その評価で選

抜しています」（髙田氏）

言葉だけで理念を 
浸透させようとするのは無理

既に36店舗を展開し、現地パート

ナーとフランチャイズ契約を結ぶタ

イについては、約３分の２の店舗は

タイ人が店主となっているが、「こ

こまで来るのは並大抵の苦労ではな

かった」 と、 タイのパートナー、

CRG International Foodに出向し、

品質管理を担う鈴木新之介氏は話す。

「バンコクは出稼ぎ労働者が多く、

定着率が低い。仕事に向き合う意識

も違います。長く働いてもらうこと

が、まず課題です」（鈴木氏）
CRG International Food
Director of Product & QA

鈴木新之介 氏

タイの1号店は、高級住宅街のなかにあ
る。ほかにはビジネス街やショッピング
センター内での展開が多い。客単価300
バーツ（約750円）は、月収が3万～5万
円のタイ人にとってはかなり贅沢な食事
である。それでも日本人駐在員だけでな
く、タイ人も多く利用する。人気のほっ
け定食は320バーツ（約800）円。

日
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定着率が低くても、同社の理念を

軸とした「個人が経営する定食屋の

チェーン店化」というコンセプトは

譲れない。そこで力を発揮するのが、

日本から持ち込んだ厨房機器とタイ

語に翻訳されたマニュアルである。

「毎朝、日本語とタイ語で日本の店

舗と同様、理念を唱和します。しか

し、言葉で理解させようと思っても

不十分。マニュアルを守り、厨房機

器を使ってやってみる。それによっ

てお客さまから感謝やお叱りの言葉

をもらい、店主から指導を受ける。

そして翌朝また、理念を唱和する。

この繰り返しでようやく“ああ、こ

ういうことなんだな”とわかっても

らえるのだと思います」（鈴木氏）

焼き魚定食に添える大根おろし。

多くのチェーンでは袋詰めされた大

根おろしが工場から各店舗に送られ

るか、あるいは朝、まとめておろし

て１日使うが、同社には注文がある

たびに１回分の大根をおろす専用の

機械がある。最初は使う意味がわか

らなくても、来店客がおいしそうに

食べる姿を見ると理解できる。こう

した現場での経験を積み重ねれば、

同社の理念が頭と体に入ってくる。

大戸屋ごはん処は、タイでは高級

店の部類に属する。「日本よりも高

度なサービスを求められる点では、

より育成に苦労する」（鈴木氏）と

いい、海外店舗運営のノウハウはタ

イに蓄積されている。それは、ここ

で育った店主たちの異動によって、

世界各国に“輸出”されている。

大戸屋の理念浸透の仕組み

出典：同社へのインタビューをもとに編集部作成

理
念
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そば茹で機や大根おろし機、グリ
ラーなどの厨房機器がズラリと並
ぶ。日本よりタイのほうが、より
店舗で調理する割合が高い。豚肉
は塊のまま店舗に運ばれ、適正な
大きさにカットされる。このやり
方は最初にタイで行われ、日本に

“逆輸入”された。

「人々の心と体の健康を促進
し、フードサービス業を通じ、
人類の生成発展に貢献する」
という理念、それに基づく基
本方針を毎朝唱和。

理念の唱和

現場の
フィードバック

マニュアルに
基づく実践

来店客からの感謝や失敗によ
る学びなどがフィードバック
される。それによって理念の
意味や重要性を再認識する。

同社では、理念に基づいたマ
ニュアルと厨房機器が整備さ
れている。入社したてのスタ
ッフでも理念に基づく行動が
できるようになっている。

理念の唱和、理念を体現したマニュアルや厨房
機器を使った実践、店主や来店客からのフィー
ドバックがたえず現場で回る。これによって、
海外でも理念を軸にした経営が可能になる。
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本田技研工業のフィロソフィーと

は、「自立」「平等」「信頼」からな

る「人間尊重」、「買う」「売る」「創

る」の「三つの喜び」という基本理

念、「わたしたちは、地球的視野に

立ち、世界中の顧客の満足のために、

質の高い商品を適正な価格で供給す

ることに全力を尽くす」という社是、

そしてそれらを基盤とした「常に夢

と若さを保つこと」「理論とアイデ

アと時間を尊重すること」など５項

目ある運営方針から構成されている。

これらは、「創業当時、本田宗一郎

や藤澤武夫が大切にしていた仕事の

やり方を言語化したものだといいま

す。言葉を唱和するまでもなく、従

業員一人ひとりの行動や判断の基準

として組織文化の根幹をなしていま

す」と、人事部人材開発センター所

長・澤田武美氏は説明する。

そんな同社が、あらためてフィロ

ソフィーの浸透に取り組んでいる。

「創業者とともに仕事をした人が、

社内にほとんどいなくなりました。

ましてや海外のグループ企業は企業

文化が違う合弁も多いし、働く人が

持つ価値観、習慣が異なります。創

業50周年のとき、役員を含めて、ホ

ンダがホンダとしてあるためにこの

フィロソフィーを大切にしていくこ

とを確認し、再度発信し直そうとい

うことになりました」（澤田氏）

その方法の１つは、フィロソフィ

ーがまとめられた冊子の配布である。

英語と日本語の２言語で書かれてお

り、その言葉の意味、行動や判断基

準の事例などが詳しく書かれている。

「細長い形状は、工場の作業着のポ

ケットに入れて携帯するためです」

（澤田氏）というこだわりようだ。

もう１つは、徹底した研修である。

入社時の新人研修や階層別研修では、

必ずフィロソフィーを学ぶ。研修の

企画・開発を担当する同労務主幹・

朝比奈充氏によれば、「フィロソフ

ィーについて直接議論する研修もあ

れば、たとえばコミュニケーション

やキャリアデザイン、問題解決の研

修でも、フィロソフィーをベースに

プログラムを開発しています」と言

う。たとえば問題解決の研修。コス

トや効率だけを求めた問題解決は、

「人間尊重」や「世界中の顧客満足」

というフィロソフィーに反する。信

頼関係に基づいて解決するにはどう

するか、という議論が展開される。

特徴的なのは、研修を完全に外部

委託せず、多くの講師を社員が自ら

務めることだ。新任の課長研修の講

師は部長が、班長研修の講師は課長

人事部　人材開発センター
所長　参与

澤田武美 氏

本田技研工業

CASE 2 日本とアジアをつなぐ

人事部　人材開発センター
労務主幹

朝比奈 充 氏
■事業概要／自動車・オートバイ・汎用製品などの製造
および販売　■設立／1948年　■本社所在地／東京都
港区　■従業員数／18万7094名（2012年3月末現在）
■Asian Honda Motor／設立：1964年 ※地域本社とし
ての稼働は2004年より　従業員数：約400名

す
べ
て
の
研
修
は
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が務める、というように。「講師を

務める前には、養成コースを事前に

受講してもらいます。講師自身が深

く学び、研修の場だけでなく、職場

でも同様に実践・伝承者になっても

らいたいのです」（朝比奈氏）

フィロソフィーの真の理解は 
日本での駐在を経て

このやり方は、基本的には海外の

グループ会社でも同じである。タイ・

バンコクにある同社のアジア統括拠

点、Asian Honda Motorで人事マネ

ジャーを務める木村晃氏は、「ここ

に各国現地法人のシニアマネジメン

ト層を集めて研修するとき、フィロ

ソフィーもプログラムに入っていま

す」と話す。日常の意思決定業務に

活かし、各国に帰ってフィロソフィ

ーを浸透させてもらうのが狙いだ。

日本から養成トレーナーを呼び、現

地社員を講師として育てているのも

同様の狙いである。

「日本では、フィロソフィーに基づ

く意思決定が日常的に行われていま

すが、海外ではそうはいきません。

ですからマネジャーを中心に、現場

でどれだけ実践されているかが浸透

のカギになります」（木村氏）

現在、部品部門のブロックマネジ

ャーを務めるイスラパップ・ウチョ

タナナン氏は、ホンダでのキャリア

は約15年。それでもフィロソフィー

を本当に理解したのは、「日本に２

年駐在してから」と振り返る。なぜ

仕事において信頼やコミュニケーシ

ョンが大事なのか、教えてもらった

のは当時の上司だった。

「タイの文化とホンダの文化は違い

ます。冊子で読んだり、研修の机上

の議論だけでは本質的な理解は難し

い。現場でどれだけ実践する人がい

るか。つまり、理念浸透の担い手は

人事だけではなく、現場のマネジャ

ーなのです」（ウチョタナナン氏）

Asian Honda Motorの社内にも英語で書
かれたフィロソフィーが掲示されている。
2011年のタイの洪水でも、フィロソフ
ィーに基づき、「洪水が収束するまで全
従業員の雇用を確保」「取引先への支払
いは前倒しで」といった通達が次々と出
された。こうした意思決定の積み重ねに
よって、徐々にフィロソフィーが企業文
化として根付いていく。

Asian Honda Motor 
General Manager
Human Resources & 
Industrial Relation Division

木村 晃 氏（右）

Asian Honda Motor
Bloc Manager
Parts Operation Bloc
Parts Business Division

イスラパップ・
ウチョタナナン氏（左）
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グループを「求心」するものとは何か

長い歴史のなかで培ってきたゆる

ぎない理念を持つ企業が、その浸透

によって成功してきたことは多くの

人が認める事実であり、日本企業も

その例外ではない。しかし、ほとん

どの日本企業にとって、グローバル

レベルでの理念、価値観浸透は経験

が浅い。文化、習慣、それに基づく

価値観が異なる海外のグループ企業

において、どうすればそれは可能な

のかを考えてみたい。

理念浸透の実証研究を行う首都大

学東京大学院社会科学研究科教授・

高尾義明氏は、「理念を社員に本気

で浸透させるには、理念が大きく変

われば別の会社になってしまうと感

じられるほど、理念がその会社らし

さを反映していると受け取られてい

る必要がある」と指摘する。言い換

えれば、理念が組織文化の核にあた

るものと理解されていることが求め

られる。そのうえで、「社員が組織

の一員であることをポジティブに感

じ、理念と個人としての価値観が次

第に重なっていくことで社員個々に

浸透していく」（高尾氏）と述べる。

たとえば顧客第一主義を理念に掲げ

る企業。そこでは、すべての意思決

定において顧客のニーズが優先され

ることがその会社らしいと感じられ

る文化が醸成され、働く社員たちは

顧客の期待に応えることを心地よく

感じる価値観を持っている、といっ

た状態である。

このように、理念が組織文化に根

ざしており、会社の一員であること

を肯定的にとらえている社員で組織

が構成されていれば、社員にとって

理念が腑に落ちるようになる。「し

かし、実際には組織文化と理念の不

一致も少なくありません。会社に根

付いている価値観を踏まえて理念を

決めるのではなく、目指す方向とし

てトップや経営企画室で理念を制定

することも少なくないからです」（高

尾氏）

そうした場合、その組織文化にな

じんで働く個人ですら、理念に対し

て共感を持つことはなく、その価値

観が理念と重なることはない。まし

てや、その組織の一員であることを

その人がポジティブにとらえていな

ければ、個人の価値観と理念との距

離はより遠くなる。こうしたことが、

海外のグループ会社においては、普

通に起こりうるのである。

部下の行動を理念に基づいて 
どうフィードバックするか

本田技研工業の例を見ると、同社

のフィロソフィーと呼ばれる理念は、

理念浸透は直線的ではなく、
理解、共感、行動の
スパイラルで深化する
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出典：高尾義明氏へのインタビューをもとに編集部作成

理解、共感、行動のスパイラルによる理念浸透

行動への反映

理解の深化

共感の強化

行動への反映

理解の深化

行動への反映

共感

理解

理
念
浸
透

深
化



創業当時、本田宗一郎氏や藤澤武夫

氏が大切にしていた仕事のやり方を

言語化したものだという。組織文化

と理念は一致しており、そこに共感

して入社し、働く社員が多い。

しかしホンダにおいても、一歩海

外に出れば、組織文化も個人の価値

観も、理念と距離感がある場合は決

して少なくない。同社のイスラパッ

プ・ウチョタナナン氏は、日本のホ

ンダに駐在し、その組織文化に入っ

てはじめて理念を深く理解した、と

言った。海外で理念を浸透させよう

としたとき、駐在員や日本に駐在し

た外国籍の社員など、組織文化を体

現し、日本と同じ組織文化を醸成す

る、あるいは理解させる人材が必要

だということであろう。

「5社の社員を対象に行った実証研

究のなかで、すべての企業において、

理念浸透に最も大きな影響を与える

のは上司、という結果が出ました」

と、高尾氏は説明する。「理念浸透は、

首都大学東京
大学院社会科学研究科
経営学専攻　教授

高尾義明 氏

Takao Yoshiaki_京都大学教育学部教育社会
学科卒業。神戸製鋼所を経て、京都大学大学
院経済学研究科博士後期課程修了。2009年
度より現職。京都大学経営管理大学院京セラ
経営哲学寄付講座客員教授を兼任。共著に『経
営理念の浸透』（有斐閣）がある。

グループを「求心」するものとは何か S E C T I O N 1

同社は、タイ・バンコクに拠点を置く地域統括会社である。

現在は、主にアセアン域内各国の博報堂現地法人に向けた戦略

立案、クリエイティブ支援、一部シェアードサービスを担って

いる。なかでも力を注ぐのは、日本の博報堂で培ってきたクリ

エイティブ能力の移管だという。

「博報堂の発想の原点は、“生活者発想”です。 誰よりも生活

者をよく知る企業として、さまざまな側面から生活者を研究し、

生活者と企業の橋渡しをすることをミッションとしています。

これをまず、アジアでは“ピープルエキスパート”という言葉

に言い換えて発信。現地人材がピープルエキスパートになるた

めの研修やツールの開発を、今、進めつつあります」と、同社

社長・齋藤真人氏は話す。その必要性には、2つの理由がある。

1つは「現地の生活者の発想は、現地の人材こそがよく知って

いるから」（齋藤氏）であり、もう1つは、アジア諸国の人材

の離職率の高さにある。「博報堂では、現場で長い時間をかけて、

博報堂の仕事のスタイルやクリエイティビティのあり方を学ん

でいます。しかし、アジア諸国では3年程度で転職するのは当

たり前。しかも異なる文化的背景を持つ彼らに活躍してもらう

ためには、暗黙知のなかで覚えるやり方ではなく、博報堂らし

いマーケティングや広告表現、プレゼンの手法などを伝える手

法をより研ぎ澄ましていかなければなりません」（齋藤氏）

目に見えないスキルをどう移転するか

発想の原点“ピープルエキスパート”
を基に研修やツールを開発していく

Managing Director

齋藤真人 氏

博報堂アジア・パシフィック

同時に、現地の優秀なクリエイタ

ーを地域統括が採用してチームを組

み、各国現地法人のクリエイティブ

スタッフのサポートに当たっている。

「優秀なクリエイターを採用するた

めには、多額の報酬が必要となりま

す。地域統括会社の役割として、い

い人材を採用し、傘下の現地法人の

事業をサポートすることは、非常に

重要だと認識しています」（齋藤氏）
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理念を言葉としてまず理解し、それ

に共感して、最後にようやくそれが

行動となって表れます。ただ、その

3つのステップは決して直線ではな

く、共感し、理解してそれに基づく

行動に一歩踏み出し、それが評価さ

れたり、自分でよかったと思えると、

また深い理解に結びついて共感度が

高まる、というようにスパイラルを

描いて浸透していきます（12ペー

ジの図参照）」（高尾氏）

上司が大きな影響を与えるのは、

組織文化の体現者として“背中を見

せる”ことによって、である。もっ

といえば、部下の行動を理念に基づ

いて意味づけし、それをどうフィー

ドバックするかが、理念浸透のスパ

イラルのなかで大きな役割を果たす

ということだ。

例で見た大戸屋ホールディングス

の理念の唱和、実践、フィードバッ

ク、また、ホンダの研修と実践のス

パイラルは、まさにこの仕組みであ

ろう。

高まる現地化への志向 
グローバル企業から学ぶこと

一方、「グループ企業を本社でど

う束ねるのかが大きな課題になって

いるが、理念だけで求心するのは難

しい」と指摘するのは、日本企業の

グループ経営に詳しい日本大学商学

部教授・髙井透氏だ。

「日本企業のグローバル化は依然と

して欧米企業より遅れているといわ

れています。たとえば、グローバル

レベルでの製品イノベーションをみ

ても、欧米企業より遅れているのが

現状だと思います。スリーエム、ネ

スレ、P&Gなどのグローバル企業

は、分権化と集権化のバランスを取

りながら、うまく海外子会社の能力

を取り込んでイノベーションを生み

出しています。一方、多くの日本企

業は、歴史的な経緯から、本国、親

会社を中核とした集権化のマネジメ

ントをベースにグローバル経営を長

い間、展開してきました」（髙井氏）。

しかし、カンパニー制の導入や持ち

株会社の導入で本社は小さくなり、

同時に新興国の追い上げもあって、

分権化、現地化への志向が急速に高

まっている、というのが現状である。

「現地化に先行する海外の企業から

学ぶことがあるとすれば、インタン

ジブルな（実態のない）理念だけで

はなく、タンジブルな（実態のある）

もので求心している、という点です」

（髙井氏）。ネスレなら製品の強いブ

ランド、コカ・コーラなら門外不出

のレシピ、GEならリーダー育成プ

ログラムがこれに当たる。「確かに

彼らも理念を重視する企業です。そ

れに基づいた、ほかの企業にはない

価値をタンジブルにしていることが

グローバルグループ経営の成功の要

因だと思います」（髙井氏）

ここで大戸屋ホールディングスの

事例を再度見てみよう。同社の理念

を、どんな店舗でもどんな経験の浅

い人でも実践できるように、食材の

供給・物流システムを整え、マニュ

アルと厨房機器を開発しているのは

本社である。セントラルキッチンで

の調理をできるだけ少なくしている

にもかかわらず、海外の遠く離れた

店舗でも、日本の「大戸屋ごはん処」

とほぼ同じ味を提供できている。こ

の同社のタンジブルな仕組みが、グ

ループとしての求心力に寄与し、タ

イやその他アジア地域、ニューヨー

クへの素早い展開を実現している。

「タンジブルな価値は同時に、本社

が譲れないもの、つまり現地化して

はならないものと定義づけるべきで

しょう。そうすることで、逆に現地

への権限委譲を進めることができる

のだと思います」（髙井氏）

日本大学商学部　教授

髙井 透 氏

Takai Toru_早稲田大学大学院商学研究科
博士後期課程修了。2002年より現職。専
門は新規事業戦略、グローバル経営、グル
ープ経営。共著に『コア事業転換のマネジ
メント』『日本企業のグループ経営と学習』

（ともに同文舘出版）、『グローバル事業の
創造』（千倉書房）などがある。

インタンジブルな理念を
 タンジブルな価値に変える。
そこではじめて求心が可能に
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本社一極集中から

“多中心”化へ。

そのとき、人事は

S E C T I O N  2

アジアで、本社を凌駕するような現地法人が

育つ企業がある。そして、アジアを中心に地

域統括会社を設立したり、事業本社を移転し

たりする会社が急速に増えている。現地化を

進めざるを得ない市場環境のなかで、日本本

社を中心に放射状に統括する方法から、この

ように、現地法人や地域統括会社も同時に“中

心”に据える“多中心”化を進め、新たなガ

バナンス体制を築こうとしている。このとき、

人事はどんな役割を担うのか。
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フマキラーインドネシアは、日本

本社を凌駕するほどの会社に育って

いる。設立は1990年。日本国内のコ

スト競争力を保つための生産輸出拠

点として、また、インドネシア市場

のポテンシャルへの期待もあっての

進出だった。インドネシアの人口は

日本の約２倍。熱帯のインドネシア

では年中殺虫剤が必要になる。単純

計算では、市場規模は日本の８倍に

なる。現在、同社は、蚊取り線香に

おいてはインドネシアのシェアトッ

プ。蚊取りマットやエアゾールでは

３位につけている。1997年には７割

を輸出に頼っていた同社の売り上げ

は、現在では輸出量を下げずに、国

内市場向けの比率が75％にまで伸び

た。「設立から10年ほどは苦労した」

と、同社代表取締役社長・山下修作

氏は話す。「まだ道半ば」（山下氏）

フマキラー

CASE 3 多中心としての現地法人１

現
地
の
生
活
実
態
に

合
わ
せ
た
完
全
な
現
地
化
で

強
い
現
地
法
人
に
育
つ

■事業概要／殺虫剤、家庭用品、園
芸用品、業務用品などの製造・販売、
輸出入　■設立／1950年（創業
1890年）　■本社所在地／東京都
千代田区　■従業員数／単体：256
名　連結：1482名（2012年3月末
現在）　■フマキラーインドネシア
／設立：1990年　従業員数：1500
名　※契約社員含む

（写真左から）

代表取締役社長

山下修作 氏

General Manager
Research & Development Division

河盛英夫 氏

Manager of Engineering Dept.

谷㟢 剛 氏

Key Account Manager

小川慎司 氏

フマキラーインドネシアの従業員は正社員
約350名。契約社員、派遣社員は合わせて
約1500名いる。そのほとんどが現地スタ
ッフで、日本人駐在員はたった5名だ。

フマキラーインドネシア
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と言いながらも、現在の地位を獲得

できたのは、開発、生産、マーケテ

ィングそれぞれにおいて、たゆまぬ

現地化の努力があってこそだ。

日本とインドネシアの 
多中心構造によるシナジー

開発部門は、開発責任者である河

盛英夫氏を中心に、現地スタッフ十

数名で構成される。「インドネシア

の蚊は、日本の蚊より５倍強い。同

じ環境で同じ薬剤を使うなら、５倍

の量が必要なのです。そんな蚊に対

して効果があり、インドネシアの

人々の生活実態に合わせた商品を現

地スタッフとともに開発するのです

が、本社の持つ品質基準と価格競争

のバランスをどう取っていくかが知

恵の絞りどころです」（河盛氏）

一方、生産においては、「現地ス

タッフの意欲を引き出し、生産コス

トを下げるためにチームを編成し、

業務改善運動を推進しています」と、

生産部門の責任者・谷㟢剛氏は話す。

顕著な成果を挙げたチームには金一

封が贈られる。これによって、同社

の生産コストは７年で５割改善した。

そして、最も力を入れたのがマー

ケティングである。インドネシアに

は「ワルン」に代表される小規模店

舗が全国に230万店ある。首都があ

り、人口が多いジャワ島のシェアだ

けがTVCMをやってもプレゼント

キャンペーンをやっても伸びなかっ

た。「そこで販売代理店に２人１組

の営業チームを46チーム編成。地域

を決めて集中的に１軒１軒ワルンを

回って商品を置いてもらい、周辺の

家庭に蚊取り線香の試供品を配布す

る、という方法を展開しています」

と、営業部門の責任者、小川慎司氏

は説明する。このエリアフォーカス

という手法を取った地域では、シェ

アが４割伸びた。「私も営業同行し

て売り方を教えるなど、地道な作業

ですが、ブランド浸透のために大き

な効果を挙げています」（小川氏）

では、同社の本社との関係を見て

みよう。日本では市場が縮小傾向に

ある蚊取り線香の開発、生産、マー

ケティングのノウハウは、このよう

にインドネシアにおいて蓄積されて

いる。一方、本社のある日本は、電

池式やワンプッシュ式など、先端商

品に強い。「所得が伸びている中間

層向けの、１回押すだけで10時間効

果が持続する商品は、日本の技術を

移管して、インドネシアで開発しま

した。2012年は300万缶を超える売

り上げになりそうです」と山下氏は

言う。お互いの強みを補完し合う「多

中心構造」が、日本とインドネシア

で出来上がっている。グループ全体

での知識移転を促すために、インド

ネシアで人材を育成し、彼らをメキ

シコ、インドなどへの派遣すること

も既に始まっている。

さらに日本本社は、2012年、マレ

ーシア、インドネシア、タイなどで

展開する殺虫剤メーカー・テクノピ

ア社を買収した。「テクノピア社に

も東南アジアの市場で鍛えられたす

ばらしい技術があります。ともに切

磋琢磨し、アジアを中心に世界のグ

ループ会社との情報や技術の交換を

していきたいですね」（山下氏）

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
人
材
を

育
成
し
世
界
に
派
遣
。

知
識
移
転
を
促
す

インドネシアに230万件あるといわれる小規模店舗
（写真右上）。山下氏は「本社の言うことを聞くな」と
常々社員に話しているという。「こちらの人の1ルピ
アの重みがわからないから」と理由を話す。一般の庶
民が買いやすいように商品は1巻きごとに売られ、約
500ルピア（写真左上）。中間層向けの商品の主流は、
日本と同様、エアゾールタイプだ（写真左下）。
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前出のフマキラーと同様に、イン

ドネシア市場に深く入り込んでいる

企業がある。それが、マンダムだ。

マンダムといえば、日本では男性化

粧品というイメージが強い。しかし、

インドネシアでは女性化粧品のブラ

ンドの筆頭に挙がる存在だ。

同社のグローバル展開は、徹底し

た現地化が基本である。「かつて当

社は、生活者のウォンツをおろそか

にしたばかりに、経営危機に陥った

ことがありました。『丹頂チック』

という整髪料が大ヒットして、海外

からリキッドタイプの整髪料が入っ

てきても、ヒット商品にあぐらをか

いていたのです。その後、生活者の

視点を大切にした『マンダム』によ

って起死回生を遂げるまで、非常に

苦しい思いをしました。ですから、

常に『生活者発、生活者着』を合言

葉に事業を展開してきたのです」と、

広報IR室主幹・栗山葉由美氏は話

す。海外のグループ会社においても、

現地人材を積極的に登用し、現地の

生活者のウォンツに沿った商品開発、

マーケティングをすることを事業の

基盤としている。開発、製造、販売

とフルラインが揃い、1236人を擁す

るインドネシア法人ですら日本人駐

在員は20人程度。販売拠点は基本的

に２、３人である。「それでも理念

を軸に商品の開発や販売が行われる

から、事業にブレはありません」と、

同室主任・村上真紀氏は説明する。

現地の生活実態を踏まえた 
商品開発で大ヒット

インドネシア法人の成功のカギも、

理念に基づく現地化である。日本で

発売されている整髪料「ギャツビー」

のサイズは、２種類のみ。自宅用と

携帯用という用途別のサイズ展開で

ある。一方インドネシアでは、300

グラムのプラスチック容器入りのも

のから、サチェットと呼ばれる１回

用６グラムの袋入りまで７種類ある。

「用途よりも、絶対価格が大切なの

がインドネシア市場です。富裕層は

大きなものを購入しますが、一般庶

民は５円のサチェットを買うのがや

っと。小分けだとコストが上がりま

すが、生活者が買える価格の商品で

あることを最優先としています」（村

上氏）

また、日本にはない、強い香りの

付いたボディパウダーも人気だ。「日

本人は一般的にほのかな香りを好み

ますが、インドネシアでは強めの香

りが好まれます。香りへの嗜好性が

高いですし、熱帯なので汗もかく。

広報IR室　主幹

栗山葉由美 氏
広報IR室　主任

村上真紀 氏
■事業概要／化粧品・香水の製造および販売、医薬部
外品の製造および販売　■設立／1927年（創業1891
年）　■本社所在地／大阪府大阪市　■従業員数／単
体：544名　連結：2256名（2012年3月末現在）

理
念
を
中
心
に
グ
ル
ー
プ

経
営
。
日
本
法
人
も

海
外
法
人
と
同
格

マンダム

CASE 4 多中心としての現地法人2
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そのような環境を踏まえると、日本

とはまったく異なる商品が生まれる

のです」（栗山氏）

気候やGDPレベルが似た 
他エリアに知識、技術移転

こうした商品開発は、現地の市場、

生活にかなり深く入り込んでいかな

ければ難しい。「だからこそ、現地

人材を積極的に登用していますし、

日本人駐在員も彼らとともにインド

ネシアの家庭を視察させてもらった

りしています。進んだ日本の市場を

知る日本人と、現地の生活を深く知

る現地人材のコミュニケーションが

欠かせません」（村上氏）

インドネシアでの成功体験は、気

候やGDPレベルが近いタイ、マレ

ーシア、インドなどに移管されてい

る。一方、日本市場で培ったマーケ

ティングノウハウは、GDPレベル

が近いNIES諸国で活用される。

そして、そうした技術や知識、ノ

ウハウの移転を担うのは「人」だ。「人

材の採用は各国の現地法人がそれぞ

れ担いますが、培った経験が他国の

知
識
移
転
を
担
う
の
は

「
人
」。
海
外
事
業
部

主
導
で
人
材
を
配
置

出典：同社ホームページより抜粋、
編集部が一部改変

アジアで販売されている商品ライン
ナップ。生活者の購買力に幅がある
ため、日本よりサイズ展開が豊富だ。
インドネシア人が「インドネシアの
会社」と勘違いするほど、現地の市
場に浸透しているという。

グループの中心は、日本本社ではなくあくまで
企業理念。経営危機の歴史も含め、トップが海
外法人を回り、現地スタッフと直接対話したこ
ともある。企業理念の共有に自信を持つからこ
そ、徹底的な現地化が実現されている。

マンダムのグローバルグループ経営　

日本からは、GDPのレベルが比
較的近いNIES諸国に商品を輸出。
マーケティング戦略も日本市場で
培った経験をもとに、現地とのす
り合わせのなかで決定される。

NIES
シンガポール、台湾、

香港、韓国

販売拠点

日本
本社、開発・

製造・販売拠点

インドネシア
開発・製造・

販売拠点

ASEAN
タイ、フィリピン、

マレーシア

販売拠点

中国
開発・製造・

販売拠点

インド
販売拠点

企業理念

「美と健康を通じ、
快適な生活に
お役立ちする」

気候、GDPのレベルが比
較的近いインドネシアでの
商品開発ノウハウ、マーケ
ティング戦略がASEANや
インドに移転されている。

市場で生きるのであれば、日本人・

現地人材を問わず国をまたぐ人事異

動も行っています」（村上氏）

インドネシアからインドへ。マレ

ーシアから中国へ。こうした人材の

異動は、海外法人を統括する海外事

業部が主導する。「日本の人事は国

内の採用・配置・育成を主たる業務

にしています。また、海外法人を含

めたグループ全体の理念浸透も担い、

海外事業部と役割分担しています。

もちろん同時に、海外法人における

配置や育成を海外事業部に伴走する

形で支援しています」（栗山氏）

事業と人事は切り離せない。海外

事業の戦略を統括し、推進する海外

事業部が、必要に応じて人を動かす

「シンプルなモデル」（村上氏）を取

る。「優秀であれば国籍は問わない。

将来日本のトップが外国人になって

も構わない」（栗山氏）と、これも

至って「シンプル」だ。日本法人も

グループの一企業。上下はない、と

いう同社の思想がよく表れている。

本社一極集中から“多中心”化へ。そのとき、人事は S E C T I O N 2
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支店、駐在員事務所を束ね、2008年

に設立された。そして2011年には、

各国にまたがる拠点に横串を通すユ

ニット制に転換した。

「伸びゆくアジアの成長をとらえる

ために、国ごとではなく事業ごとの

ビジネスユニットで地域を面として

とらえ、ビジネスを推進しようとす

る試みです」と、アジア住友商事取

締役CFO、アジアコーポレートユ

ニット長・出口雅敏氏は説明する。 その仕組みはこうだ。国をまたぐそ

れぞれのユニット長が、本社の同じ

領域のビジネスユニットと連携を取

りながら事業戦略を策定し、アジア

全域の業績責任を持つ。各国の拠点

長は各国市場に合わせた戦略策定を

サポートしつつ、各国における事業

遂行に責任を持つと同時に、雇用な

どその国における社会的責任を負う。

「アジア住友商事と各国拠点が機能

ごとにバーチャルにつながっている

というイメージです。上下関係はな

い、といつも言っています」と出口

氏が言うように、各ユニットのトッ

プを各国拠点のトップが務めるなど、

シンガポールのアジア住友商事はす

地
域
統
括
と
各
国
拠
点
が

機
能
ご
と
に
つ
な
が
る
。

上
下
関
係
は
そ
こ
に
な
い

■事業概要／総合商社　■設立／
1919年　■本社所在地／東京都中
央区　■従業員数／単体：5185名、
連結：7万2087名（2012年3月末
現在） ■アジア住友商事／設立：
2008年　従業員数：206名 ※うち、
派遣員44名（2012年6月末現在）

住友商事　理事　
アジア総支配人補佐
アジア住友商事　取締役CFO　
アジアコーポレートユニット長

出口雅敏 氏（右）

アジア住友商事　人事担当部長
アジアコーポレートユニット

ラム・クム・セン 氏（左）

住友商事

CASE 5 国を超えたアジアの会社に

地域組織の基盤を強化し、事業戦

略をグローバルベースで展開――住

友商事は中期経営計画のなかで、こ

のように地域への権限委譲、経営資

源の配分をうたっている。同社では、

それによって、世界に多中心構造が

できつつある。その“中心”の１つ

がアジア住友商事である。

アジア住友商事の本拠地はシンガ

ポール。タイ、インドネシア、イン

ドなど東南・南西アジアの現地法人、
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べての中心には位置していない。「最

も強みのあるところが中心となって、

議論したり、情報を共有していきた

いと考えています」（出口氏）

国をまたいで機能がつながり 
ベストプラクティスを共有

これは各国、各事業を支える管理

部隊、コーポレートユニットも同様

だ。アジア住友商事には人事、財務、

経理、リスクマネジメントなどの機

能組織がある。基本的に各国の拠点

にも同様の機能がある。機能ごとに

国を超えてつながり、最も強みのあ

る地域の機能組織が中心となり、ベ

ストプラクティスを共有している。

「たとえば会計機能では、複雑な取

引の仕組みに対応してきた歴史があ

り、タイに最も知見が蓄積されてい

ます。ですから、会計機能の中心は、

シンガポールではなくタイの現地法

人がリードしています」（出口氏）

「まだまだ発展途上」と出口氏は言

い、それまでは弱かった各国のそれ

ぞれの機能のつながりをより強固に

しようと努力する。その１つが、コ

ーポレートユニットにおけるタスク

フォースだ。

「現地スタッフを中心に、各国の法

人が代表者を出して地域全体のさま

ざまな課題に取り組んでいます。人

事でいえば、人事制度統一プロジェ

クトがそれです」（出口氏）

このプロジェクトのリーダーは、

アジア住友商事人事担当部長、ラム・

クム・セン氏が担った。「大きな目

的は域内のタレントマネジメントで

す。各ユニット長が地域全体の事業

を推進していくにあたり、そのなか

の人材をどう活用していくのかを考

える基盤となります。まずは評価制

度をアジア全体で統一し、次に全従

業員に統一の資格制度を導入しまし

た」とラム氏は説明する。この資格

制度には日本からの派遣員も含まれ

る。「現地スタッフ・派遣員という

区別はもとより、国の違いも含めて

多様性を受容できるアジアの会社で

あるべきだ、というメッセージを強

く打ち出しています」（出口氏）

このプロジェクトによって、それ

までやり取りが少なかった他国の人

事担当者が、顔の見える存在となっ

た。「私たちが議論したことは、必

ず各国の拠点長に報告・相談してき

ました。そこでアイデアやアドバイ

スをもらい、また、人事担当者が集

まって議論する。誰もが納得できる

現実的な仕組みが構築できましたし、

“縦”“横”ともに関係が強固になっ

たと思います」（ラム氏）

グループ経営において陥りがちな、

国の視界、地域の視界、機能や事業

の視界の混乱。これを乗り越える、

１つの解がここにある。

機
能
ご
と
の
タ
ス
ク

フ
ォ
ー
ス
で
機
能
、

地
域
の
連
携
が
強
固
に

出典：同社資料より抜粋、編集部が一部改変

実際には、監査機能もあるが、簡略化すると上のような仕組みで動いている。レポー
トラインも大きく変更している。各拠点トップや各ユニットトップがメインでレポー
トするのはアジア住友商事トップだ。補完的にユニットトップは本社のユニットトッ
プにもレポートするが、あくまで本社中心ではなく、アジアのなかで完結する仕組み。

アジア住友商事のグループ経営

タイ インド
ネシア

フィリピン ベトナム インド マレーシア 駐在員
事務所

アジア
住友商事

アジアコーポレートユニット

アジア資源・化学品・総合事業ユニット

アジアインフラ・新産業ユニット

アジア輸送機・建機ユニット

アジア鋼管ユニット

アジア鋼材・非鉄金属ユニット



2 2 A U G  - - - -  S E P   2 0 1 2 2 3A U G  - - - -  S E P   2 0 1 2

本社はいらない。我々は中小企業

連合である。そう言い切り、グルー

プ各国の現地法人を１つの「中小企

業」ととらえて、それぞれの意思を

尊重する経営スタイルを取るのがサ

ンエースである。グローバルでの意

思決定は、本社では行われない。決

めるのは、グループCEOである佐々

木亮氏と、７カ国のグループ現地法

人の社長が年４回、日本やシンガポ

ールに集まるグループ経営委員会で

ある。日本法人も、シンガポールや

オーストラリアなど、海外現地法人

と並ぶグループの一法人にすぎない。

日本は日本市場、シンガポールは中

国、マレーシアの支社を含むアジア

市場、オーストラリアはオセアニア

市場……というように、担当市場を

地域で分けている。

「各国の法人は、技術開発、品質管

理、製造、営業、管理部門とフルラ

インの機能を持っています。それを

束ねるのはあくまで各国の現地法人

の社長であり、日常のオペレーショ

ンは各国の現地法人でほぼ完結して

います。グループ経営会議に諮るの

は、全体の戦略、大きな投資案件や

地域を超えてグループとして意思決

定すべきことのみです」と佐々木氏

は話す。シンガポール法人の社長、

ダイアン・チュア氏は「アジア事業

の大部分はシンガポールに権限委譲

されている」と佐々木氏の言葉を裏

付ける。

海外に日本人駐在員は一人もいな

い。「現地で人を育て、安定的に経

営していくことが重要」（佐々木氏）

と考えるからだ。チュア氏はシンガ

サンエース

CASE 6 “本社”はない 1

本
社
は
い
ら
な
い
。

我
々
は
中
小
企
業
連
合
。

現
地
の
意
思
を
常
に
尊
重

2012年6月に行われた日本、シンガポール、サウ
ジアラビア、オーストラリア、南アフリカのトッ
プが集合したグローバル経営会議。この会議と合
わせてマラソン大会やサイクリング、登山といっ
たイベントを行い、結束力を強めている。

■事業概要／プラスチック添加剤をはじ
めとする特殊添加剤の製造販売　■設立
／1940年　■本社所在地／神奈川県愛
甲郡　■従業員数／単体：63名　連結：
600名（2012年5月末現在）
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ポール法人に19年前、営業責任者の

ケニー・ウォン氏は13年前に一担当

者として入社した。３～５年で多く

の人が転職する同国にあっては稀有

のことだ。「臆せずにアイデアが出

せる。失敗しても次にどうつなげる

かを会社がともに考えてくれる。成

果を出せば正当に評価される。そし

て成長できる。だから、ここで働い

ているんです」とウォン氏は言う。

では、そんな同グループをつなぐ

ものは何だろうか。

日本は日本、海外は海外 
でしかわからない

「確かに日本で生まれた企業には違

いありませんが、日本法人が頭ごな

しに強権を行使することはありませ

ん。私たちをつないでいるものは、

経営者同士の尊敬と信頼です。この

スタイルは、当グループの成り立ち

に起因しているのかもしれません」

（佐々木氏）

サンエース（旧社名は品川化工）

はプラスチック添加剤メーカーとし

て1940年に設立された。1980年に最

初に海外進出したシンガポール法人

が軌道に乗ってきた1992年、グルー

プ全体を束ねる創業者が亡くなった。

「残された者たちが、これからどう

やって会社を経営していくのかを考

えなければなりませんでした。日本、

海外全体を把握できる人はいない。

日本は日本、外は外の人にしかわか

らないし、判断もできない。ならば

日本のやり方を押し付けるのではな

く、それぞれが強みを活かし、情報

日
本
か
ら
の
駐
在
員
は

ゼ
ロ
。
尊
敬
と
信
頼
で

全
世
界
を
つ
な
ぐ

代表取締役会長
グループCEO

佐々木 亮 氏
代表取締役社長

吉田耕次 氏

出典：同社へのインタビューを
もとに編集部作成

各国横断の技術開発・生産・営
業のネットワークで議論された
ことは、担当者が各国に持ち帰
り、各国トップと戦略のすり合
わせが行われる。「さまざまな
ダイナミズムを巻きこんで、市
場とともにグループが変化して
いける形態」（佐々木氏）だ。

サンエースのグローバルグループ経営

日本 シンガポール オーストラリア 南アフリカ サウジアラビア

技術開発ネットワーク

製造技術ネットワーク

営業ネットワーク

グローバル経営会議（最高意思決定機関）

………
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と知恵を提供し合って、議論しなが

ら経営を進めよう、ということにな

りました。それが現在のグループ経

営委員会の礎であり、多様性に敬意

を払い、お互いを信頼する経営スタ

イルにつながったのです」（佐々木

氏）。その後も合弁や事業買収をベ

ースにアフリカ、中東などに事業を

広げてきた。徹底的な話し合いの末、

「信頼関係を築ける」と判断したう

えでのパートナーシップである。

機能ごとのネットワークの 
リーダーは強い地域が担当

チュア氏をはじめとして、各国法

人の代表者はグループ経営委員会へ

の参加を楽しみにしているという。

「シンガポールにいて把握できるの

は、アジアが精いっぱい。他地域の

社長からさまざまな情報を得て、１

人では絶対に見られない360度の視

界が獲得できます。もちろん、私の

強みを発揮することで、貢献できる

ことも嬉しいです」（チュア氏）。プ

ラスチック添加剤市場をグローバル

で見ると、機能優先の「重金属型」

から「環境対応型」の製品に置き換

わっていく過渡期だ。国の成熟度に

よって、顧客のニーズも使用する機

械も異なる。開発・生産・製造にお

いて多様な引き出しを持つには、グ

ローバルな連携が欠かせない。

トップ同士だけでなく、こうした

ネットワークを現場にも広げようと

している。技術開発、生産、営業と

いう機能別に、会議体がある。「技

術開発ネットワークのリーダーはオ

ーストラリア、営業ネットワークの

リーダーはシンガポール、というよ

うに、最も強みを持つエリアの担当

者が主導しています」と、代表取締

役社長の吉田耕次氏は言う。

日本法人は、2010年に旧社名の品

川化工からサンエースに社名変更し、

グローバルなグループとの一体化を

さらに推進している。「この２年で、

たとえば日本で開発したものを海外

のグループ会社でどう活用すべきか、

現場の一人ひとりが考えるようにな

ってきました。主体的に英語教室も

開き、担当者がグローバルな会議に

出席して発表したり、また、他国の

担当者の話を聞いて刺激を受けたり

しているようです」（吉田氏）

日
本
法
人
を
海
外
グ
ル
ー
プ

に
組
み
込
ん
だ
こ
と
で

社
員
の
意
識
が
変
化
し
た

General Manager

ダイアン・チュア 氏（右）

Commercial Director

ケニー・ウォン 氏（左）

SUN ACE KAKOH
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2011年11月、サティスファクションギャランテ

ィードは、本社をシンガポールに移転した。

同社は2007年より、日本でストリート系アパレ

ルブランド「サティスファクションギャランティー

ド（以下、SG）」を展開。そのブランド価値を高め

た最大の要因はフェイスブックだった。「母体がウ

ェブマーケティングの会社であり、SGはその一事

業部。多店舗を展開していくという既存の小売りの

発想ではなく、フェイスブックを使ったソーシャル

マーケティングによって、どれだけファンを集めら

れるかに注力してきました」と、CEOの佐藤俊介

氏は言う。SGのフェイスブックページを作ったの

が2010年。日本ではまだ、フェイスブックを知る

人すらそれほど多くないときだった。瞬く間に10

万、20万と数を増やし、現在では200万人以上の

ファンを抱える。

そして、その大きな特徴はファンの多くがアジア

の人々である、ということだ。「シンガポールはと

もかく、インドネシアやインド、フィリピンなど、

まだ所得水準が高くない国の人々にしてみればSG

は高くて買えませんが、日本発のブランド、SGに

憧れて『いいね！』を押してくれます。既に認知度

は抜群にありますし、これからどんどん経済成長し

て購買力は上がっていくのだから、メインの市場は

やはりアジアです。そのハブであるシンガポールに

本社を移転するのは、当然の帰結でした」（佐藤氏）

さまざまな国籍のさまざまな市場を 
知る人材の採用が日本よりも容易

シンガポールへの本社移転を機に、ビジネスのあ

り方も変えた。小売り店舗を自社展開するのではな

く、同社はライセンサーとしてSGのブランディン

グを担い、パートナーとともに服以外の製品を制作、

小売店の展開をしていく。シンガポールはブランデ

ィングとマーケティングのための拠点、日本はパー

トナーとビジネスを作っていく営業拠点と、その機

能を住み分けている。

「当社の本社は、いわばフェイスブック。ここに顧

客の情報が集まり、それによって意思決定をしてい

るといっても過言ではありません。だから究極は、

どこに本社があってもいいのです」（佐藤氏）。

では、なぜ本社移転の決断をしたのだろうか。

1つは既に述べた、盛り上がるマーケットの近く

にいたほうがいい、ということだ。「何を食べ、何

をカッコいいと思い、何が嫌いなのか。それは現地

を肌で感じないとわかりません。事業の方針を決め

る最高の意思決定者が、ここにいることに意味があ

るのだと思います」（佐藤氏）。もう1つは、人材の

採用だ。「日本人、外国人を含めて、さまざまな国

籍のさまざまなマーケットを知る人材の採用が、日

本よりも圧倒的に容易なのです」（佐藤氏）

大手企業でも事業本社移転のみならず、世界本社

の移転を検討する企業があると聞く。最高意思決定

者がマーケットの真ん中へ。その動きが今後、どう

なっていくか注目したい。

本社を海外移転する理由

CEO

佐藤俊介 氏

メインの市場はアジア。そのハブに
本社を移転するのは、当然の帰結
SATISFACTION GUARANTEED
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従業員数２万7000名を超えるレノ

ボ・グループの前身は、中国で中国

科学院の学生11人で1984年に設立し

たベンチャー企業レジェンドである。

大きな転機は2005年、IBMのPC事

業を買収したことだった。登記上の

本社を米国に移転し、グローバル企

業としての地歩を固めた。現在は米

国、中国に加えて、香港、フランス

の４つを世界本社としている。

しかし、実態としては「どこが本

社という概念はない」とレノボ・ジ

ャパン会長、ロードリック・ラピン

氏は言う。「私たちは多様性を何よ

りも大切にしています。だから、ど

こか一極に権限を集中させるのでは

なく、マネジメントを多極化してい

るのです」（ラピン氏）

レノボの製品は、特に新興国市場

で強い。「現地への権限委譲や現地

の文化の理解、つまり、多様性を基

盤に経営されている」（ラピン氏）

ことがその背景にある。多様性の重

視は同様に、グローバルな意思決定

にも持ち込まれている。同グループ

の意思決定を担うのは、６の国籍の

トップリーダー10人による会議だ。

普段は世界各地に散るリーダーが月

に１度２日間、一堂に会して、四半

期に１度はTV会議でグローバル戦

略について議論する。その会議の下

には、100人のリーダーが年に１回

集まり、２日半かけて議論する場も

ある。この会議に出席するリーダー

たちの国籍は17に及ぶ。こうした会

議体によって、先進国のみならず、

新興国の多様なニーズをも取り込ん

だ経営が実現する、というわけだ。

人材をカテゴライズせず、 
すべての人材に機会を提供

世界で選抜された10人、100人の

リーダー。このように聞くと、グロ

ーバル人材を選抜・育成する、いわ

ゆる「グローバル人材プール」の存

在を想起しがちだ。しかし、同社で

は「そういった人材のカテゴライズ

は一切存在しない」（ラピン氏）の

だという。「日本のサプライチェー

ンを担当し、成果を出した人材が、
レノボ・ジャパン　会長
レノボ・グループ　副社長

ロードリック・ラピン 氏

多
国
籍
の
リ
ー
ダ
ー
が

グ
ロ
ー
バ
ル
な
意
思
決
定

を
下
し
、
多
様
性
を
担
保

レノボ・グループ

CASE 7 “本社”はない 2

■事業概要／パーソナルコンピュ
ータ、サーバ、ワークステーショ
ンおよび周辺機器の製造、販売な
らびにそれに付帯する一切の事業
■設立／1984年　■本社所在地
／米国ノースカロライナ州　■従
業員数／約2万7000名（2012年
6月末現在）　■レノボ・ジャパ
ン／設立：2005年　従業員数：
約800名（2012年6月末現在）
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その知見と経験を携えてインドの市

場で、あるいはグローバルレベルの

サプライチェーン構築を担えないこ

とはありません。すべての人材にチ

ャンスがある」とラピン氏は強調す

る。そうしたグローバルレベルの人

材育成と配置は、グローバルで共通

するパフォーマンス測定と評価シス

テムを基盤に行われているという。

その仕組みはこうだ。同社では毎

年年初に、全社員に事業戦略を共有

する。そのうえで上司とともに個人

の育成計画を立てる。中間、年間で

評価とレビューが行われる。この繰

り返しによって、事業と人材が足並

みを揃えて成長していく。「たとえ

ば私の部下であれば、目標設定やレ

ビューは基本的に私と行いますが、

同時に私が私の上司にそれをプレゼ

ンし、人材育成に対するアドバイス

や意見をもらいます。つまり、２階

層上まで育成に責任を負う状態にな

ります」（ラピン氏）。

同社の採用は、各国の拠点が担う。

それでもグローバルレベルで人材情

報が共有されているのは、この仕組

みがあってこそだ。

そして、上司は部下の育成に常に

配慮し、「こんな優秀な人材がいる

が、どこかで最適なポジションはな

いか」と情報を世界に発信したり、

「こんなポストに適した人材はいな

いか」と空いているポストに対して

情報を求めたり、といった人材とポ

ストの情報が世界を常に行き来する。

ラピン氏が、レノボ・ジャパンの立

て直し役として社長に就任したとき

も、リーダーチームの構築において

は、そうしたプロセスを通じて２人

はシンガポールから、１人はシドニ

ーから呼んできたという。

このように“世界の多極”で育っ

た人材が、同社のスピーディなグロ

ーバル市場での成長を支えている。

優
秀
な
人
材
に
最
適
な

ポ
ス
ト
は
な
い
か
。

世
界
で
情
報
が
行
き
交
う

同社の主力商品である「ThinkPad」。日本
の大和研究所が中心となって開発し、今で
も同研究所は世界の重要拠点の1つだ。

出典：同社資料より抜粋、編集部が一部改変

世界4カ所に本社があり、意思決定機関であ
る会議には6の国籍のリーダーが集う。「私
はオーストラリア人ですが日本のトップを務
め、私の上司は香港にいるオランダ人です」
と、ラピン氏は同社の多様性を説明する。

レノボ・グループの多極化・多様化したグローバル経営

フランス本社
ヨーロッパ担当

北京本社
中国市場担当

香港本社
アジア、オセアニア、

南米担当

米国本社
北米市場担当

多国籍の
トップリーダー10名の
会議による意思決定

●イタリア人

●米国人

●英国人

●中国人

●オーストラリア人

●オランダ人



ヘテラルキー構造を持つ“多中心”型グローバル企業の定義

出典：『日本企業の地域戦略と組織』（森樹男著、文眞堂）より抜粋、編集部が一部改変

本社一極集中から“多中心”化へ。そのとき、人事は

ここまで見てきたのは、本社一極

集中のガバナンス体制から脱却した

企業である。歴史を見れば、この動

きは、決して新しいものではない。

ヨーロッパを中心に地域統括会社の

研究を続ける弘前大学人文学部教授、

森樹男氏は、「多くの日本企業の多

極化は、1990年前後、EUの統合の

時期に地域統括会社の設立によって

進みました。経済のブロック化の前

に、地域に基盤を築くのが、その目

的でした」と、企業の“多極化”に

ついて説明する。

その主な役割は、地域のコンテク

ストに沿った意思決定機能と、生産

や販売、コーポレート機能の統括機

能、本社と各国の現地法人をつなぐ

調整機能などだ。しかし、「本社―

地域統括会社―各国の現地法人を単

につなぐ、というリニアな関係では、

単にヒエラルキー構造の階層が1つ

増え、意思決定や調整のスピード感

が失われるだけです。実際には束ね

るという機能が効果を発揮せず、シ

ェアードサービスを中心としたサポ

ートが主な役割となっていった企業

が多くありました。それが、2000

年代初めまでの動きでした」（森氏）

さらに調査を続ける森氏は今、ス

ピード感を高めるための異なる2つ

の動きに注目している。「これから

詳しい検証が必要ですが、多極化を

進めずに本社に情報を集約しようと

する動きです。これはITの発達によ

って可能になりました。そして、も

う1つが地域統括による、本当の意

味での“多中心”化です」（森氏）

2000年代初めのころから、森氏

が調査した北欧の企業では既にいく

つかの例があった「ヘテラルキー構

造」を持つ企業が、アジアを中心に

出てきたのではないか、というので

ある。「ヘテラルキー構造とは、ヒ

エラルキーの対極をなす概念であり、

グローバル化と現地化を同時に達成

するための1つの解」だと森氏は言

強みを持つグループ企業が
世界全体に対して
責任を持つ“多中心”構造

弘前大学人文学部　教授
大学院地域社会研究科兼任教員

森 樹男 氏

Mori Tatsuo_神戸商科大学大学院経営
研究科博士後期課程退学。弘前大学人
文 学 部 助 手 、 准 教 授 な ど を 経 て 、
2006年より現職。専門は日系多国籍
企業における地域統括本社制、欧州地
域統括本社の研究、北欧における産学
官連携など。著書に『日本企業の地域
戦略と組織』（文眞堂）がある。

❶異なった種類の多くのセンターから構成され、世界中に分散している。また、それらは1つだけが圧倒的な力を持つことはない。

❷特定分野に対して強みを持つ海外子会社は、その分野については多国籍企業全体の責任を持つ。

❸幅広い管理形態を持ち、あらゆる形態によってグローバル企業としての優位性を発揮する。

❹数字や強制的なメカニズムによる統合よりも、むしろ規範的なものによる統合が重視される。

❺異文化での経営を学習するためや、新たな支店を取り入れるために、同業他社や他業種企業との提携が奨励される。

❻ラディカル（極端）な発想。

❼ヘテラルキー構造を構成する各組織は、全体に対する情報を共有している。

❽1つの独占的なセンターによって戦略が策定されるのではなく、複数のセンターが戦略を策定する。

❾グローバルな広がりを通して、新しい企業特殊優位性を追求したり、それを生み出すための行動プログラムを持つ。
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う（前ページ参照）。本社への一極

集中ではなく、強みを持つグループ

企業が世界全体に対して責任を持ち、

“多中心”構造を作る。全世界の情

報は、すべての企業が共有する。戦

略の意思決定も、それぞれの中心で

行われる。このような構造は、日本

の売上比率が低くなり、盛り上がる

市場が世界各地に点在する現在のよ

うな状況にあっては、市場に寄り添

い、瞬時に意思決定する意味でも、

グループ全体で情報、知識を共有し、

シナジーを発揮する意味でも、現実

感があるように思える。

振り返って、今回取材した企業を

見てみよう。フマキラー、マンダム

は地域統括ではないが、現地法人が

本社やアジアの他国に知識移転する

1つの“中心”として機能している。

その1つであるアジア住友商事は、

「アジアの中心」としての仕組みを

整えつつある。また、サンエース、

レノボ・グループは世界の拠点に権

限委譲しながら、グローバルな意思

決定にそれを反映させている。それ

ぞれシナジーを発揮する、“多中心”

構造が完成しつつある。

人・モノ・金・情報が 
圧倒的に集まる「ハブ」

“多中心”構造は、地域という概念

にとどまらない。Tree  Is lands   

Singapore代表取締役社長、統括・

ハブ機能研究所所長の木島洋嗣氏は、

「地域のほかに、事業、機能による

統括が考えられます」と話す。「シ

ンガポールの事例でいえば、ある製

品事業の統括本社を移転したり、ア

ジアや世界全体の人材育成の機能を

集める物流拠点を設立したり、資金

調達のための財務機能を集約する、

といった動きがあります」（木島氏）

木島氏は、そうした地域、事業、

機能ごとに中心となりうる場所を

「ハブ」と表現する。先に“多中心”

の“中心”は、強みを持つと説明し

たが、木島氏は「ハブ」を「人・モ

ノ・金・情報が圧倒的に集まる場所」

と、よりその意味を具体化している。

「人・モノ・金・情報が集まる場で

あれば、オペレーションのコスト削

減につながる、現場に近いところで

現実的な意思決定ができる、調達し

やすい、といったメリットがありま

す」（木島氏）。日本企業の多くは本

社がすべて中心を担うが、「日本以

外のハブを設けて分散しておけば、

災害や事故などで本社が機能しなく

なったときのリスクヘッジにもな

る」（木島氏）という点でも意味が

ある。

しかし、日本本社以外のハブを設

けようとするとき、「多くの企業が

ぶつかる壁がある」と木島氏は話す。

地域、事業、機能のどれによって統

括するかという問題だ。「コンフリ

クトを起こすのは、基本的には地域

と事業、地域と機能。たとえば、マ

レーシアの現地法人の社長は誰が決

めるのか、日本本社と地域でモメる

ことがあります。地域にしてみれば

現地の事情は現地にしかわからない。

だから、現地で決めたいと考える。

一方、本社にしてみれば全社的人材

育成の枠組みのなかで決めたい。こ

のようなせめぎ合いによって、ガバ

ナンスの体制が複雑になっている企

業は少なくないのです」（木島氏）

そこに解はあるのか。「結局は、

権限の綱引きをやめて、フラットに

考えたときに最も現実的な統括の方

法を考えるしかありません。税制優

遇や資金調達のしやすさを考えれば、

財務機能はシンガポールにあったほ

うがいい。そう思い切れる企業が、

一歩先のステップに進んでいるのだ

Tree Islands Singapore
代表取締役社長
統括・ハブ機能研究所所長

木島洋嗣 氏

Kijima Hirotsugu_1997年、上智大学経済
学部経済学科卒業後、アメリカのNPOに
て国連本部の政府間交渉支援の仕事などに
従事。その後リクルート入社。2004年日
本で独立。2009年からシンガポールにて、
日系企業のアジア進出、アジア統括機能設
立コンサルティング、生産性向上コンサル
ティングなどをはじめる。
www.region-hub.com

権限の綱引きをやめ、
現実的な統括方法で
次の一歩を踏み出す
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と思います」（木島氏）

地の利を背景に人と情報が 
集まるシンガポール

“多中心”の中心になりうる条件と

そこで求められる人事の課題を、シ

ンガポールを例に取って考える。ジ

ェトロ・シンガポール所長、前田茂

樹氏は、「地域統括会社の社長をは

じめ、多くの人が各国を回って情報

を集めています。シンガポールは地

の利がある。アジアのどこに行こう

としても、2、3時間で行けます。

ジェトロの調査でも、『地域統括を

シンガポールに設置する理由』とし

て、『周辺地域へのアクセスが容易

な立地にあるため』を8割以上の企

業が挙げています。これは、法人税

率の低さや優遇税制の充実という理

由をはるかに上回ります」と話す。

同副所長・椎野幸平氏も、「異なる

国籍の人たちが会社や飲食店で席を

並べ、各国の情報交換をするのが日

常化しています。それがシンガポー

ルの優位性になっているのです」と

証言する。

一方、同調査では、地域統括機能

の効果を最大化するための課題とし

て、「人員体制の強化」と「日本本

社からの意思決定権限の委譲」を挙

げる企業が多かった。優秀な人材を

どう配置するのか。どこまで権限委

譲できるガバナンス体制を敷くのか。

強みを持つ“中心”として機能させ

るために、そんな人事や本社の課題

が見えてくる。「最近は、地域統括

会社が現地法人に出資する企業が増

えてきました。権限委譲が進む兆し

といえるかもしれません」（前田氏）

日本貿易振興機構（ジェトロ）
シンガポール　所長

前田茂樹 氏

Maeda Shigeki_1981年、ジェトロ
入会。1989～93年デュッセルドル
フ、1998～2001年ニューヨークに
駐在。2010年より現職。

“多中心”の効果を最大化
するために本社が権限を
どれだけ委譲できるか

日本貿易振興機構（ジェトロ）
シンガポール　副所長

椎野幸平 氏

Shiino Kohei_1994年、ジェトロ入
会。1998～2003年ニューデリーに
駐在。2010年より現職。
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出典：第3回在シンガポール日系企業
の地域統括機能に関するアンケート調
査（2012年ジェトロ・シンガポール）
※有効回答数213

2007年と2011年を比較すると、統括下にある現地法人
のすべてもしくは一部の株を地域統括会社が所有する比
率が17.3%増えた。資本関係のある「親子関係」にする
ことで、地域への権限委譲を進めているとも考えられる。

地域統括対象企業に対する株所有の状況
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ここではSECTION2で論じてきた「“多

中心”構造」を、人事の役割に焦点を絞

って掘り下げてみたい。シンガポールを

中心とした統括拠点で人材育成を行う企

業が増えている。また、この拠点を中心

に国をまたぐ人材交流、配置も活発化し

ている。そして統括拠点だけでなく、大

きく育つ現地法人でもその動きはある。

なぜ、日本本社の一極中心ではなく、海

外の拠点でもそれを行おうとしているの

か。その意味を考える。

グループシナジーを

高める人材育成と

人材交流

S E C T I O N  3



3 2 A U G  - - - -  S E P   2 0 1 2 3 3A U G  - - - -  S E P   2 0 1 2

ソニーアジアパシフィックは、シ

ンガポールにあるソニーのアジアパ

シフィック統括拠点だ。統括するの

は中国を除く東アジア、東南アジア、

西南アジア、オセアニア、中東、ア

フリカをカバーする広大な地域だ。

各国現地法人の従業員を合わせると、

その数は販売・物流拠点だけで約

5000人にのぼる。

グローバルリーダーを育成する拠

点を拡充するため、2012年、ソニー

はソニーユニバーシティ・シンガポ

ールキャンパスを開設した。同キャ

ンパスでは、広くソニーグループか

ら参加者を募るグローバルプログラ

ムとアジア地域の人材を集めたプロ

グラムの双方を提供している。「従

来から、アジア地域の人材をシンガ

ポールに集めて研修を行っていまし

たが、それをより体系的にしていく

ために専用の施設を作り、プログラ

ムも整備しました」と、同社社長・

上村成彦氏は話す。参加者は各国の

拠点から、同社があるシンガポール

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

に
よ
り
、
ア
ジ
ア
全
体
で

活
躍
で
き
る
人
材
を
育
成

■事業概要／エレクトロニクス事業、ゲー
ム事業、金融事業、音楽事業、映画事業、
その他事業　■設立／1946年　■本社所
在地／東京都港区　■従業員数／連結：
16万2700名（2012年3月末現在）　■シ
ンガポール法人／設立：1973年　従業員
数：1400名（2012年3月末現在）

Sony Electronics Asia Pacific
Assistant General Manager
Regional Human Resources
Regional & Corporate Services Group

ヴィレンドラ・
シャシカント・
シェラー 氏（写真中央）

Sony Electronics Asia Pacific
Managing Director

上村成彦 氏（写真左）

Sony Electronics Asia Pacific 
Director 
Regional Human Resources
Regional & Corporate Services Group

ヒュー・エヴァンス 氏（写真右）

ソニー

CASE 8 アジアで人材を育てる
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に集められる。管理職手前くらいの

ジュニア層、主に課長のミドル層、

主に部長で構成されるシニア層を合

わせて約450人、つまり、全従業員

のなかから約10％を選抜し、毎年、

階層別に20～25人を研修する。

研修対象者が集まるのは、年間２

回、１回の研修はそれぞれ１週間に

すぎない。「１年間を通して、対象

者よりも上のポジションにあるコー

チが付き、メールでコミュニケーシ

ョンを取り続けます。研修を一過性

のものにせず、職場でも実践しても

らうための工夫です。研修の最初と

終わりにはアセスメントをして、成

果や成長も測っています」（上村氏）

アジア全体で活躍できる 
人材の育成は、地域統括の役割

この研修は、ソニーアジアパシフ

ィックのタレントマネジメントの一

環だという。基本的に人材の採用を

担うのは、各国の現地法人だ。「タ

イのビジネスではタイ語が必要です

し、インドネシアとはビジネス習慣

も違う。その国で成果を出せる人材

を育てるのは、各国の法人の責任で

す。しかし、そのなかにも国を超え

てアジア全体で活躍できる能力、ポ

テンシャルを持つ人材が必ずいます。

そういう人材を次世代リーダーとし

て育てるのは、アジア全体を統括す

る我々の役割なのです」（上村氏）

それは同時に「国に閉じない、ア

ジア、その先のグローバルなキャリ

アを開くことにつながり、各国で働

く人材のモチベーションにつながっ

ているはず」と、自身も英国から地

域を超えて赴任し、アジアパシフィ

ックの人事を統括するヒュー・エヴ

ァンス氏は強調する。ローカルキャ

リアからリージョナルキャリア、そ

してグローバルキャリアへ。タレン

トマネジメントは、選抜した人材を

その道筋にのせていく試み、という

わけだ。人の入れ替わりはあるが、

ジュニア層、ミドル層で一度研修を

受けた人材は、数年を経て上の階層

の研修を受講する確率が高い。そし

て、各国の現地法人からアジア統括

への配置や、国を超えた現地法人間

の異動も、同社の人事が主導する。

優秀な人材の選抜は 
現地法人の人事の推薦で

人材の選抜にあたって、まずは各

国の現地法人の人事がその地で活躍

する優秀な社員を選抜する。国によ

って、選抜する人材にバラつきは出

ないのか、と問うと「各国の人事を

私たちは信頼している」（エヴァン

ス氏）という答えが返ってきた。信

頼を基盤としながら、一定の基準を

クリアするために、共通の評価シス

テムを持っているという。同社タレ

ントマネジメントの責任者であるヴ

ィレンドラ・シャシカント・シェラ

ー氏はそのシステムを、「縦軸にパ

フォーマンス、横軸にマネジメント

スキルを取って、それぞれを３段階

に分けて９つのボックスを作ります。

両方の軸で高い値を示す右上に位置

する３つのボックスに10％の社員が

収まるようにマッピングしてもらい

ます。推薦される社員は、そこに入

国
に
閉
じ
な
い
、
ア
ジ
ア
、

そ
の
先
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な

キ
ャ
リ
ア
を
開
く

ソニーアジアパシフィックは、シンガポールの工
業地区・ジュロンにある（左下）。ソニーユニバ
ーシティはビルのワンフロア。講義室のほか、リ
ラックスして自由に発想を広げるためのミーティ
ングルームがある（右上）。フロアの半分を占め
るのは、受講者が交流するためのフリースペース

（左上）。「プログラムも同様で、講義とネットワ
ーキングの時間がほぼ半々です」（上村氏）



った社員です」と説明する。

さらにそれを、約200の項目に照

らして、ソニーアジアパシフィック

の人事が精査する。上村氏は年に１

回は必ず各国の現地法人を訪問し、

シニア層とは面談を、ミドル層やジ

ュニア層とはランチをともにするな

どして、優秀な人材の把握に努めて

いる。「質を担保する多様な仕組み

はありますが、現地法人で選抜され

た人材とこちらの評価はあまりブレ

がありません」と、太鼓判を押す。

学んだことを各国に持ち帰り 
現地に伝播してほしい

各国から社員を１カ所に集める効

果も狙っている。「その国ではナン

バーワンでも、国を超えれば“もっ

とすごい社員がいる”ことをリアル

に実感してもらえます」（上村氏）

また、同社の経理責任者であるタ

ン・アイ・リン氏は、シンガポール

の担当からアジア統括の担当に変わ

ったタイミングで、シニア層の研修

に参加した。「異なる国、事業、フ

ァンクションの人材と交流し、仕事

のスタイル、価値観の多様性にあら

ためて驚かされました。これまでの

自分のリーダーシップでよかった点、

悪かった点を振り返り、担当地域が

広がって多様なアジアの人たちとと

もに仕事をしていく。今後、自分を

どう成長させるべきかを考えるきっ

かけになったと思います」と、タン

氏は振り返る。

もちろん、研修に参加しない社員

への波及も期待している。「ここで

学んだことを各国の現地法人に持ち

帰り、私塾のような形で伝播してほ

しい。ローカルで優秀な人材が育つ

ことが、アジアの事業を強くする基

盤になりますから」（上村氏）

Sony Electronics Asia Pacific
General Manager
Corporate Accounting & Control
Regional Planning & Governance Group

タン・アイ・リン 氏

国
を
超
え
れ
ば
“
も
っ
と

す
ご
い
社
員
が
い
る
”

こ
と
を
実
感
さ
せ
る

ソニーユニバーシティ・シンガポールキャンパス
を中心とした育成と研修

各国現地法人による
人材の選抜

ソニーアジアパシフィック
によるアセスメント

ソニーユニバーシティ・シン
ガポールキャンパスでの研修

メールベースでの
コーチング

アセスメント

各国で活躍する人材を、それぞれの人事が
共通の評価基準で、社員の約10％を選抜。

各国で選抜された人材を、再度ソニーアジ
アパシフィックが精査し、研修への参加者
を決定。

研修プログラムは、自己発見、ケーススタ
ディなど多様。ネットワーキングの時間も
多く取っている。年間2回、1回1週間。

研修終了後、メールベースでコーチングが
行われる。これも含めると、研修の全プロ
グラムは1年間になる。

研修終了後は、成果と成長を測るためのア
セスメントが行われる。参加者のキャリア
デザインに活かされていく。

出典：同社へのインタビューをもとに編集部作成
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シンガポールを中心に人材育成や

配置を行う企業が、確実に増えてい

る。ジェトロ・シンガポールの調査

によれば、「グループ企業に提供す

る地域統括機能」は何かという問い

に対し、2007年比で最も伸びたの

は「人事・労務管理・人材育成」だ。

43.5％から67.5％と、24％もの伸

びを示している（下のグラフ）。

「グループ全体での従業員数が増加

し、多国籍化していることが背景に

あり、人事情報の一元管理が必要に

なったり、地の利を活かして域内の

人材を研修する企業が増えているの

だと思います。英語で研修や育成が

可能だということも、利便性の1つ

に数えられるでしょう」と、前出の

ジェトロ・シンガポールの前田茂樹

氏は分析する。

人事情報の一元管理という点でも、

遠い日本では人材の生きた情報は把

握しにくい。ソニーアジアパシフィ

ックの上村成彦氏がデータベース上

の管理だけにとどまらず、域内の拠

点を回って人材情報を集めているよ

うに、「近くで見る」ことの有効性

は確実にある。このように、日本で

人材を管理、育成するのとは、大き

な環境の違いがある。

人材育成のハブとして、 
人材のエコシステムを構築

人材育成にフォーカスしてみよう。

シンガポールで人材育成を行うこと

の有効性は、政府の支援の大きさに

も起因する。シンガポールでは、日

本の経済産業省のような役割を担う

シンガポール経済開発庁、 通称

EDBが2009年、世界の「人材ハブ」

に な る と 明 言 し 、 L e a d e r s h i p 

Initiative for building Network and 

Knowledge（LINK）プロジェクト

をスタートさせた。「私たちは、世

界の人材がここで交流し、育つ“人

材のエコシステム”を構築したいと

考えています」と、EDB副次官で

総務・人事ネットワーク （IT）兼人

的資源担当のアルヴィン・タン氏は

説明する。エコシステムとは、人材

育成プログラムの供給側と需要側が

シンガポールに集まり、相互に交流

しながら人を育てていくことを意味

する。「供給側としては、世界的な

ビジネススクールやコンサルティン

グファームを誘致しています。また、

アジア、世界での人の
育て方は変化している。
日本中心を再考すべき
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出典：第3回在シンガポール日系企業
の地域統括機能に関するアンケート調
査（2012年ジェトロ・シンガポール）
※有効回答数213社

■■ 2011年
■■ 2007年

提供する地域統括機能 （複数回答）

（%）販売・マーケティング

人事・労務管理・人材育成

金融・財務・為替

新規事業、再編、投資の立案

情報システム

物流・ロジスティクス

法務・知的財産権

技術支援

調査・分析

監査

調達

広報

生産管理

研究・開発（R&D）

その他

71.4

67.5

62.3

48.1

42.9

40.3

35.1

33.8

32.5

29.9

28.6

20.8

10.4

9.1

6.5

70.6

43.5

54.1

56.5

44.7

29.4

24.7

31.8

15.3

17.6

8.2

5.9

5.9
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シンガポール国立大学やシンガポー

ル経営大学もこのネットワークに加

わり、アジアで活躍できるリーダー

の育成プログラムを研究しています。

欧米を中心に考えられた、これまで

のリーダーシップ研究では不十分だ

った点を補おうとしているのです」

（タン氏）

需要側の企業は、そうしたネット

ワークを活用し、独自に研修機関や

プログラムを作ることが可能だ。実

際に日本企業でも、既に例がいくつ

か出ている。欧米のグローバル企業

もコーポレートユニバーシティを作

る企業があり、EDBでは参加する

企業同士のネットワークも仕掛けて

いる。「たとえば、EDB主催のリー

ダーシップ開発研修のなかに異業種

交流のためのイベントがあります。

世界の企業のトップ候補が参加し、

世界有数の企業のCEOやシンガポ

ールのリ・シェンロン首相、ベトナ

ムの副首相の講義を聞く、参加者同

士が同じテーブルで議論し合う、と

いったプログラムを提供していま

す」（タン氏）

もちろん、単に「シンガポールで

人を育てよう」と言っているわけで

はない。しかし、世界での、あるい

はアジアでの人の育て方にこのよう

な変化が起こっているのならば、日

本中心の人材育成システムを再考す

るときが来ているのではないかと、

一石を投じたいのである。

日本では獲得できない知識、 
経験を蓄積した人材を輩出

今回の事例でも、ソニーアジアパ

シフィック以外に住友商事や本田技

研工業のように、地域統括で人材の

一元管理を行ったり、人を育てよう

とする企業があった。そして、地域

統括ではなくても、フマキラーやマ

ンダムでは現地法人がその役割を担

っていた。両社ともに、インドネシ

アで育った人材を、他国に派遣する

仕組みができつつある。日本では経

験できないこと、獲得できない知識

を蓄積した人材を輩出する育成の

“中心”として機能している。これは、

理念をもとにした本社のノウハウを

世界に伝播させる、一見“本社一極

集中型”の大戸屋ホールディングス

も同様だ。日本とタイという2つの

育成機関があってこそ、スピーディ

な海外展開が可能になっていると考

えられる。

どこで人材を管理すべきか。

どこで人を育てるべきか。

どう世界でシナジーを起こすか。

日本中心をリセットし、これらを

考えることがグローバルグループ経

営における人事の役割であろう。

どこで人材を管理すべきか
どこで人を育てるべきか

どう世界でシナジーを起こすか

シンガポール最高峰の大学の脇にあるフュージョ
ンポリスとバイオポリス。科学技術庁のほか、化
学やバイオ関連の企業、リサーチ機関が集積し、
その協業によるシナジーを狙っている。

シンガポール経済開発庁（EDB）
副次官

アルヴィン・タン 氏
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産学連携で人を育てる
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創立は1905年。たった23人の学生が在籍
するメディカルスクールとして始まった。
現在は3つのキャンパスからなり、広大な
敷地を学生たちは無料バスで移動する。

バイオメディカル専攻のKon 
Shu Qingさんは、「大学での授
業のほか、メディカル研究所の
医師や研究者の間に入って学べ
ることが本当に嬉しい」と話す。

中国上海からの留学生、Carol 
Yingwei Bianさんは、大学のプ
ログラムを活用して米国テキサ
ス州の大学に留学。「また新た
なものの見方を知ることができ
ました」

世界から学生や教職員が集まり、
交流する育成の“ハブ”
シンガポール国立大学
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リサーチラボでの研究風
景。その研究環境の充実
により、世界から優秀な
頭脳が集まっていること
で注目を集めている。

ⒸNational University 
of Singapore

シンガポール政府の「人材ハブ構想」の一翼をな

すのが、シンガポール国立大学（以下、NUS）で

ある。NUSはシンガポールに3つある国立大学のう

ち、最高峰の総合大学であり、各種世界大学ランキ

ングでもアジアのトップクラスのランクに常に名前

が挙がる。

その学生は約3万7000人。ここで学生たちは、

さまざまな成長の機会を与えられている。

まずはその学生たちの“多様性”だ。英語で学べ

る、地の利がある、といったメリットを背景に、約

100の国から約1万1000人の留学生が集まる。約

5200人の教授陣や研究者など教職員も、その多く

は外国人である。大学にいながらにして、異なる文

化・習慣、多様な視点を得られる機会がある、とい

うわけだ。また、海外の企業へのインターンシップ

派遣や、海外の70大学とのダブル・ディグリー・

プログラム、35大学とのジョイント・ディグリー・

プログラムを活用して、海外で学ぶ学生も多い。

そして、最も大きな特徴は、人材育成における有

機的な産学連携だ。大学内には22の研究機関があ

る。ここの研究には学生も関わることができる。同

時に、NUSの周辺にはシンガポール経済開発庁の

主導で建設されたバイオポリス、フュージョンポリ

スなど、科学・技術の集積する拠点もある。学生、

教授や研究者、そして企業人が集まってイノベーシ

ョンを起こそうとするエネルギーに満ちている。

シンガポールという国は確かに小さい。だから真

似しても仕方がない、という議論が常にある。それ

ももっともだが、一方で私たちは、国、大学、企業

が連携し、多様な人材を育てる仕組みから学ぶべき

ことがあるはずである。
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これまで見てきたように、グローバルグループ

経営は、日本本社一極集中から“多中心”化に向

かっている。もはや、本社と各国の現地法人の関

係を親と子の1対1として見るべきではない。

“多中心”の“中心”の1つである現地法人のあ

り様をあらためて見てみよう。

マンダムのインドネシア法人は、徹底した現地

化によって蓄積された技術やノウハウをASEAN

諸国やインドへ移管している。フマキラーインド

ネシアも蚊取り線香の開発・生産・マーケティン

グのノウハウをそこに蓄積し、人材育成の中心的

役割を果たす。両社ともその国特有のナレッジを

価値に変えて、アジア、そして全世界で強みを発

揮しているのである。

2つの例から見えることは、現地法人が本社だ

けを見るのではなく現地に深く入り込んで自律化

を進めていくと、グローバルにおいて戦略的役割

を担うようになる、ということだ。逆に言えば、

現地法人に現地特有の価値あるナレッジを蓄積し、

それを取り込んでいこうとするならば、本社はそ

の現地法人に高い自律性を与えざるを得ない。本

社自体が現地法人と相互依存する対等関係へと変

わっていけるか、日本企業のグローバルにおける

戦略課題がここにある。

国か地域単位で完結させたほうが 
ゴールに近づく活動が圧倒的に多い

グループ全体のシナジーを発揮するには、世界

に点在する卓越した経験・知識をキャッチし、社

内に広く共有して戦略的に活用する必要がある。

統括・ハブ機能研究所の木島洋嗣氏は、地域、

機能、事業のどの機能によって統括するのか、そ

のせめぎ合いによってガバナンス体制が複雑化す

ると指摘した。そのせめぎ合いは本社の集権的管

理、調整を生み、「人・モノ・金・情報」が集まり、

効率的に意思決定できるはずの「ハブ機能」が破

綻していく。これをどう解決するのか。

アジア住友商事は、アジア地域の事業の権限を

委譲され、同社を中心に域内のさまざまな仕組み

が完結する。複雑なガバナンス体制に縛られず、

シンプルに機能ごとの地域横断プロジェクトが走

り、地域内知識移転が進む。ソニーアジアパシフ

ィックは、同社がカバーする地域のタレントマネ

ジメントを担う。データベースによる管理と、社

長自らが各拠点を巡って得る実感値とを組み合わ

せた定性定量のマネジメントが実現している。

両例ともに、それぞれ組織がもつキャパシティ

と管理する人材の対象範囲、管理の複雑さの度合

分散する“多中心”をつなぐ知識移転は
まさに生命線である

まとめ

本誌編集長中重宏基
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いが一致しているように思えた。だからこそ、精

度の高いタレントマネジメントを実現できている

のではないか。

日本本社も入り込み、クモの巣状に交差する複

雑なガバナンス体制下においては、目的に照らし

た最適な活動範囲やその活動の主体者すら見えに

くくなる。国の規制や文化的差異を考慮すれば、

国か地域単位で完結させたほうがゴールに近づく

活動が圧倒的に多いのではないか。適正なサイズ

感。そこに1つのヒントがある。

現地法人による優秀な現地人材の 
獲得がグループ内知識移転の基盤に

グローバルグループ内の知識移転も国や都市な

ど、小さな単位から始まる。現地特有の文脈に密

着した知的資源ほど、遠く離れた本社や他拠点か

ら見れば価値がある。その文化的背景を深く理解

する現地スタッフでなければ、それは発掘できな

い。したがって、現地特有の資源を獲得できる優

秀な現地人材を確保し育成することが、現地法人

の人事が最優先すべき役割であり、それがグルー

プ内知識移転の基盤となる。　　

そのようにして各現地法人で取り込んだ知的資

源を社内に移転し既存の資源と融合してこそ、新

たな価値創造につながる。その意味では、現地特

有のナレッジに内包される価値を理解し、それを

社内他拠点へ応用できる人材が必要となる。地域

単位であれば、住友商事の各現地法人を代表する

地域横断プロジェクトメンバーがそれに相当する。

グローバル単位で見ると、サンエースのグループ

経営委員会に集う各現地法人の社長とレノボ・グ

ループのトップリーダー10人であろう。それら

の人材が交流することで、地域あるいはグローバ

ル規模の知識移転が行われる。このような人材を

育成するために各国の現地法人から地域統括への

配置や、国を超えた異動が重要であり、その役割

は地域統括の人事あるいは世界本社人事が担う。

ますます“多中心”化するグローバルグループ

経営にとって、分散する“多中心”をつなぐ知識

移転はまさに生命線である。何もグローバル規模

の情報コントロールシステムが必要なわけではな

い。知識は人に伴って動く。だとすれば、グルー

プの現地法人・地域統括・世界本社それぞれの人

事が人材をどこに任用し配置するか、それによっ

て知識の流れも大きく変化する。グローバルグル

ープ経営において、各人事がそれぞれの活動単位

で役割を果たすことが、グループ内知識移転につ

ながる。それを人事はあらためて自覚したい。
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